
事務事業評価一覧

ＰＬＡＮ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

款 項 目 事業名 事業の目的 事業の概要 成果指標名 必要性 有効性 効率性 方向性に対する考え方

66 ― 8 4 1 土地利用対策事務費 2,170 25 20 14 A B B 維持 都市計画課

67 ― 7 1 3 1,921 - 1,000 20,120 A A A 維持 観光交流課

68 ― 10 3 2 部活動費（中学校） 部活動に要する経費に対して補助金を交付 4,611 54 54 54 A A A 維持 教育総務課

69 ― 10 2 2 部活動費（小学校） 部活動に要する経費に対して補助金を交付 600 6 6 6 A A A 維持 教育総務課

70 ― 3 4 1 災害救助費 10 1 0 0 A A B 維持 地域福祉課

71 ― 2 1 10 住居表示 32 110ha 110ha 110ha A A A 維持 市民課

72 ― 2 5 1 統計普及事業 71 45 45 15 C C B 縮小 企画政策課

73 ― 4 1 3 犬の登録等事業 狂犬病予防法に基づく、犬の登録、狂犬病予防注射の事務事業 794 93 90 94 A A A 維持 環境課

74 ― 4 1 3 そ族昆虫及び防疫事業 206 3,625 3,800 3,482 A B B 維持 環境課

75 ― 4 1 3 霊柩事業 市民サービスの充実 ・霊柩車の運行 1,694 313 320 342 D B B 維持 環境課

76 ― 4 1 3 申請なし 1 申請件数（件） 0 1 0 A A A 維持 環境課

77 ― 4 1 3 動物の愛護及び管理事業 人と動物が共生する社会を実現 2,493 86 60 76 A B B 維持 環境課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＤＯ

　　　　※令和元年度の事務事業単位で評価を行っているため、実績及び決算見込額が
　　　　　 平成30年度の事務事業単位と異なる場合があります。
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権限移譲を受けた土地利用に関す
る許認可事務と、湖西市の土地利用
方針に基づいた指導を行う。
 （都市計画法、景観法、静岡県屋外
広告物条例）

静岡県から権限移譲を受けた、土地利用に関する許認可及び、土
地利用対策会議へ諮り各種法律や既定計画との整合を図る。

・屋外広告物管理システム保守管理業務
・都市計画情報システム保守管理業務
・改元に伴う都市計画情報システム及び屋外広告物管理システムの
改修作業
・屋外広告物管理システム改善作業
・都市計画情報システムデータ整備作業

違反屋外広告物
是正指導

是正事務処理要領に基づ
く是正指導を継続して実
施していく。

ハッピーアニバーサリー推
進事業

市のイメージアップ
オリジナル届出用紙の販売によって
「稼ぐ力」の強化を図る。

人生の特別な記念になるようなオリジナル届出用紙を提供し結婚・
出産を祝福すると同時に、市のイメージアップを図る魅力発信を行う
。また、オリジナル用紙を販売することで「稼ぐ力」の強化を図り、市
の歳入確保に貢献する。

・台紙付きのオリジナル婚姻届・出生届を作成し、市内外の希望者
に販売する。

ハッピーアニバー
サリー推進事業関
連情報（ウェブサイ
ト・ＳＮＳ）へのアク
セス数

市内外で使用できるもの
であり、ふるさと納税等と
連携し、市内外にPRする
ことで収入増を図る。

部活動の育成及び生徒の体力・知
力の向上

・市内公立中学校5校に補助金を交付
交付金交付のクラ
ブの件数（件）

部活動の育成及び生徒の
体力・知力の向上を図る。

部活動の育成及び児童の体力・知
力の向上

・市内公立小学校6校に補助金を交付
補助金交付の学
校数（校）

部活動の育成及び児童の
体力・知力の向上を図る。

災害の発生に備え、研修会等に参
加し、防災知識の習得を行う。また、
火災・風水害等の罹災世帯に、湖西
市災害見舞金支給規定に基づき災
害見舞金を支給する。

湖西市災害見舞金支給規定に基づき、罹災の状況に合わせ災害見
舞金を支給する。

・知識習得のための研修旅費等
・災害見舞金
持ち家住宅全焼全壊30000×0世帯＝0、持ち家住宅半焼半壊
20,000×0世帯＝0、床下浸水10000×0世帯＝0、死亡見舞金
100000×0人＝0、借家住宅全焼全壊20000×0世帯＝0、借家住宅
半焼半壊10000×0世帯＝0

支給対象世帯数
の推移

火災、風水害による罹災
世帯への援助のために事
業費の維持は必要である
。

住所を表わすために地番を使用す
る従来の方法ではなく、住居表示に
関する法律に基づき、住居番号をよ
り分かりやすい表示にすることで、公
共の福祉の増進に寄与することを目
的とする。
（住居表示に関する法律）

昭和37年に「住居表示に関する法律」が施行され、本市においては
昭和56年度から市民生活の利便性を図るため住居表示事業がすす
められてきた。
住居表示実施区域への転入者や転居者へ住居表示板を配布し、そ
の台帳を管理する。
また、必要に応じて町名表示板、居住表示板を補充する。

・住居表示実施区域内の新築家屋等に住居表示番号の設定を行い
、住居表示設定通知を発行し、 各建物に表示する住居表示板の配
布を行った。

住居表示実施区
域　110ｈａ

住居表示実施区域内の新
築家屋等に、分かりやす
い住所を表示し、住所か
ら場所の特定を容易にで
きるようにし、周囲の住所
表示と統一性を図る。

市統計資料のとりまとめ及び、統計
調査の円滑な実施を図るため統計
調査に対する理解を促進させ、その
必要性をPRする。

統計調査に対する理解を促進させるための各種統計資料の発行や
統計グラフコンクール作品の募集・展示を実施する。
①各種統計資料の発行
　・湖西市統計書の発行
　・ポケットデータバンクの発行
②統計グラフコンクール作品の募集・展示
③静岡県統計協会への参加（協会は各自治体の協力会への助成・
表彰・刊行物発行等を実施）

・各種統計資料の発行
・統計グラフコンクール作品の募集・展示（応募数15件）、参加賞の
配付
・静岡県統計協会負担金

統計コンクール応
募作品数

応募数の減少に合わせ、
参加賞を縮小していく。

狂犬病の発生を予防し、その蔓延を
防止しすることができ、併せて公衆
衛生の向上と公共福祉の増進を図
る。
（狂犬病予防法）

・犬の登録258件
・狂犬病予防注射3616件

狂犬病予防注射
実施率（％）

法律に基づいた業務であ
るので継続する。

住環境に悪影響を及ぼす害虫の発
生を抑止し、快適な生活環境を維持
する

道路愛護の日をはじめ、害虫の発生時期にあわせ、各自治会・町内
会に防虫薬剤を配付する。

・道路愛護の日をはじめ、害虫の発生時期にあわせ、各自治会・町
内会に防虫薬剤を配付する。

防虫薬剤配布袋
数（袋）

自治会から要望に基づき
防虫薬剤を配付する。

市民の暮らしに欠かせない葬儀挙行における霊柩車の手配、運行
業務を円滑に行い、市民サービスの充実を図る。

霊柩車の運行件
数

霊柩車等の老朽化ととも
に廃止すべきであるが、
それまでは既存の車両を
活用する

墓地埋葬法及び化製場法
に伴う事務事業

墓地や化製場等が市民の感情に適
合し、かつ公衆衛生その他公共の福
祉の見地から、支障なく行われる。
（墓地埋葬法、化製場法）

関連法規に基づき、墓地、化製場等の設置に係る申請を県と連携し
十分に審査し、許可を与える。

墓地、化製場等の設置に
係る申請を県と連携し十
分に審査し、許可を与える
。

野良猫に対し不妊去勢手術を実施、犬、猫等愛玩動物の適正飼養
に関する指導、公共の場所で負傷した動物、死体を収容し、適切な
措置、県動物保護協会と連携し、動物愛護の啓発活動を実施する。

・飼い主不明猫不妊虚勢手術委託
・動物愛護に関すること

野良猫に対する不
妊去勢手術数（別
途協議会実施分
含む）

野良猫に対し不妊去勢手
術を実施、犬、猫等愛玩
動物の適正飼養に関する
指導、公共の場所で負傷
した動物、死体を収容し、
適切な措置、県動物保護
協会と連携し、動物愛護
の啓発活動を実施する。
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78 ― 4 1 3 マナー条例啓発事業 ・マナー条例の啓発活動 70 啓発実施回数 3 3 2 A A A 維持 環境課

79 ― 2 4 2 選挙啓発事務費 237 39 50 31 A B B 維持 総務課

マナー条例を周知し、マナー向上に
関心を持つことにより、美しい生活環
境の確保を図る。

・駅前、大型店舗前等でマナー条例の啓発活動を実施する。
・小中学生を対象にポスターを募集し、学校及び各家庭において、マ
ナーについて話合う機会を創出する。

駅前、大型店舗前等でマ
ナー条例の啓発活動
小中学生を対象にポスタ
ーを募集

公職選挙法第６条第１項の規定に基
づき、選挙人の政治意識の向上と、
選挙に関する諸事項の周知を図る。

明るく正しい選挙を目指し、選挙の啓発・選挙活動を進めるとともに
、協議会組織の活性化に勤める。

・明るい選挙啓発ポスター募集及び展示（応募31点）
・啓発資料の配布

明るい選挙啓発ポ
スター応募者数

法律で定められた事務で
あり、行わなければならな
いものだが、効果としては
投票率の下落を下支えす
るにとどまり、投票率向上
までに至ってはいないが、
引き続き若年層を対象に
普及活動を推進する必要
がある。また協議会活動
はボランティア活動である
ことから、費用は低く抑え
られており、コスト改善の
余地はない。
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